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高齢者活躍人材確保育成事業に係る団体保険制度取扱要領 

 

第１ 保険の概要 

 １ 目 的 

   この保険は、「高齢者活躍人材確保育成事業」に係る就業体験・技能講習（以下「就業体

験・技能講習」という。）を対象とした保険について、公益社団法人全国シルバー人材セン

ター事業協会（以下「全シ協」という。）が一元的に保険制度を実施することにより、「高

齢者活躍人材確保育成事業」の受託者である都道府県シルバー人材センター連合（以下「連

合本部」という。）の活動を支援するものです。 

 

 ２ 保険の種類 

   この保険は、以下の保険から成り立っています。 

（１） ケガに関する保険（行事参加者の傷害危険担保契約、国内旅行傷害保険） 

① 通常の就業体験・技能講習 

② 受傷リスクの高い就業体験・技能講習（※） 

※刃がむき出しとなっている電動機械（刈払機、チェーンソー等）を使用する就業

体験・技能講習 

（２） 賠償責任に関する保険（施設賠償責任保険） 

① 賠償責任保険 

・上記（１）（２）は必ずセットで加入 

・上記（１）は、「①通常の就業体験・技能講習」と「②受傷リスクの高い就業体験・技能講

習」の両方を実施する場合は、①と②の両方に加入（「②受傷リスクの高い就業体験・技能

講習」を実施しない場合は、①のみに加入） 

  

 ３ 保険契約者 

   この保険の契約者は、「全シ協」とします。 

  

 ４ 加入金（保険料）負担者 

   この保険の加入金は、それぞれの連合本部が負担します。 

 

 ５ 保険期間（特約期間※） 

※ケガに関する保険は、包括の契約形式をとるため「保険期間」ではなく「特約期間：

（包括的に引受を行うことを約定した期間）」と表記します。 

（１） ケガに関する保険 

① 通常の就業体験・技能講習（行事参加者の傷害危険担保契約）： 

特約期間の２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日午後１２時のうち、

保険期間の初日の午前０時から末日の午後１２時まで 

② 受傷リスクの高い就業体験・技能講習（国内旅行傷害保険）： 

特約期間の２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日午後１２時のうち、

保険期間の初日の午前０時から末日の午後１２時まで 
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（２） 賠償責任に関する保険 

① 賠償責任保険（施設賠償責任保険）： 

２０２４年４月１日午後４時から２０２５年４月１日午後４時まで 

 

 ６ 引受損害保険会社 

引受損害保険会社は、東京海上日動火災保険株式会社（以下「東京海上日動」という。）

とします。 

 

 ７ 取扱代理店 

   この保険の取扱代理店は、株式会社全福サービス（以下「全福」という。）とします。 

 

 

第２ ケガに関する保険 

 １ 通常の就業体験・技能講習（行事参加者の傷害危険担保契約） 

（１）被保険者（保険の対象となる方） 

    この保険の被保険者は、就業体験・技能講習の参加者とします。 

（２）補償内容 

    加入申込書に記載の行事*1に参加している間*2の「急激かつ偶然な外来の事故」によ

り、保険の対象となる方がケガ*3をした場合に保険金をお支払いします。 

 *1 興行として行われる行事や宿泊を前提とする行事等は含まれません。 

 *2 行事に参加している間とは、行事参加のために集合した時から解散するまでで、かつ、

責任者の管理下にある期間、および行事に参加するため、連合本部の指定する場所と被保

険者の住居との間の通常の経路での往復途上の期間をいいます。 

 *3 ケガには、有毒ガスまたは有毒物質による急性中毒を含みます。ただし、細菌性食中

毒およびウイルス性食中毒は含みません。なお、職業病、テニス肩のような急激性、偶然

性、外来性のいずれかまたはすべてを欠くケースについては、保険金のお支払い対象とな

りませんのでご注意ください。 

 

 保険金のお支払い対象となっていない身体に生じた障害の影響等によって、保険金を支払うべ

きケガの程度が重大となった場合は、東京海上日動は、その影響がなかったときに相当する金額

をお支払いします。詳細は、代理店全福サービスまでご連絡ください。 

 

補償項目 保険金額 保険金をお支払いする主な場合 

① 死亡保険金 ３５０万円 

事故の日からその日を含めて180日以内に

死亡された場合 

▶死亡・後遺障害保険金額の全額をお支払い

します。 

 

※既に支払われた後遺障害保険金がある場合は、死亡・後遺

障害保険金額から既に支払われた金額を差し引いた額をお
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支払いします。 

② 後遺障害保険金 

後遺障害の程度

に応じて死亡・

後遺障害保険金

額の4％～100％ 

事故の日からその日を含めて180日以内に

身体に後遺障害が生じた場合 

▶後遺障害の程度に応じて死亡・後遺障害保

険金額の4％～100％をお支払いします。 

 

※保険期間を通じ合算して死亡・後遺障害保険金額が限度と

なります。 

③ 入院保険金日額 
１日あたり 

３，０００円 

医師等の治療を必要とし、事故の日からそ

の日を含めて180日以内に入院された場合 

▶入院保険金日額に入院した日数（実日数）

を乗じた額をお支払いします。ただし、事

故の日からその日を含めて180日を経過し

た後の入院に対してはお支払いできませ

ん。また、お支払対象となる「入院した日

数」は、1事故について180日を限度としま

す。 

 

※入院保険金が支払われる期間中、さらに別のケガをされて

も入院保険金は重複してはお支払いできません。 

④ 手術保険金 

３，０００円 

×所定倍率 

10倍（入院中の

手術） 

または 

5倍（入院中以外

の手術） 

治療を目的として、公的医療保険制度に基づ

く医科診療報酬点数表により手術料の算定

対象として列挙されている手術*1または先

進医療*2に該当する所定の手術を受けられ

た場合 

▶入院保険金日額の10倍（入院中の手術）また

は5倍（入院中以外の手術）の額をお支払いし

ます。ただし、1事故について事故の日からそ

の日を含めて180日以内に受けた手術1回に

限ります。*3 

 

*1 傷の処置や抜歯等お支払いの対象外の手術があります。 

*2 「先進医療」とは、公的医療保険制度に定められる評価療養

のうち、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごとに厚生

労働大臣が定める施設基準に適合する病院または診療所等に

おいて行われるものに限ります。）をいいます（詳細について

は厚生労働省のホームページをご参照ください。）。なお、療

養を受けた日現在、公的医療保険制度の給付対象になっている

療養は先進医療とはみなされません（保険期間中に対象となる

先進医療は変動する可能性があります。）。 
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*3 １事故に基づくケガに対して入院中と入院中以外の両方の

手術を受けた場合には、入院保険金日額の10倍の額のみお支払

いします。 

⑤ 通院保険金日額 
１日あたり 

２，０００円 

医師等の治療を必要とし、事故の日からそ

の日を含めて180日以内に通院（往診を含み

ます。）された場合 

▶通院保険金日額に通院した日数（実日数）

を乗じた額をお支払いします。ただし、事

故の日からその日を含めて180日を経過し

た後の通院に対しては、お支払いできませ

ん。また、お支払対象となる「通院した日

数」は、1事故について90日を限度とします。 

 

※入院保険金と重複してはお支払いできません。また、通

院保険金が支払われる期間中、さらに別のケガをされても

通院保険金は重複してはお支払いできません。 

※通院しない場合であっても、医師等の治療により所定の

部位にギプス等*1を常時装着した日数についても、「通院

した日数」に含みます。 

 

*1 ギプス・キャスト、ギプスシーネ、ギプスシャーレ、副

子・シーネ・スプリント固定、創外固定器、PTBキャスト、

PTBブレース、線副子等およびハローベストをいいます。 

 

（３）保険の対象となる事故 

    この保険の対象となる事故は、次のとおりです。 

① 就業体験・技能講習に参加中の事故 

② 就業体験・技能講習に参加するため、連合本部の指定する場所と被保険者の住居と

の間の通常の経路での往復途上の事故 

（４）保険金をお支払いしない主な場合 

次のケガなどは保険の対象となりません。詳しくは、傷害保険普通保険約款によります。 

① 保険契約者または被保険者（保険の対象となる方）の故意または重大な過失によっ

て生じたケガ 

② 保険金の受取人の故意または重大な過失によって生じたケガ（その方が受け取るべ

き金額部分） 

③ けんかや自殺行為・犯罪行為によるケガ 

④ 無免許運転、麻薬等を使用しての運転、酒気帯び運転をしている間に生じたケガ 

⑤ 脳疾患、疾病、心神喪失によるケガ 

⑥ 妊娠、出産、早産または流産によるケガ 

⑦ 外科的手術等の医療処置（保険金が支払われるケガを治療する場合を除きます。）
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によるケガ 

⑧ 地震もしくは噴火またはこれらによる津波によるケガ 

⑨ 戦争、内乱、暴動等によるケガ 

⑩ 核燃料物質の有害な特性等によるケガ 

⑪ 自動車等乗用具による競技、試運転、競技場でのフリー走行等を行っている間のケ

ガ 

⑫ むちうち症、腰痛等で医学的他覚所見のないもの              等 

（注）この保険は傷害保険のため、疾病は対象外です。 

 

２ 受傷リスクの高い就業体験・技能講習（国内旅行傷害保険） 

（１） 被保険者（保険の対象となる方） 

    この保険の被保険者は、受傷リスクの高い就業体験・技能講習の参加者全員とします。 

（２） 補償内容 

 

ケガを被ったとき既に存在していた身体の障害または病気の影響によって、ケガの程度が重

大となった場合、引受保険会社は、その影響がなかったときに相当する金額を支払います。 

補償項目 保険金額 保険金をお支払いする主な場合 

お支払いする保険金 

① 死亡保険金 ３５０万円 

就業体験・技能講習参加中の急激かつ偶然な外来

の事故によりケガをされ、その直接の結果とし

て、事故の発生の日からその日を含めて180日以内

に死亡された場合（事故によりただちに死亡され

た場合を含みます。） 

死亡・後遺障害保険金の金額をお支払いします。 

※既に支払った後遺障害保険金がある場合は、死亡・後遺障害保

険金額から既に支払った金額を控除した残額をお支払いします。 

② 後遺障害保険金 

後遺障害の程度

に応じて死亡・

後遺障害保険金

額の4％～100％ 

就業体験・技能講習参加中の急激かつ偶然な外来

の事故によりケガをされ、その直接の結果とし

て、事故の発生の日からその日を含めて180日以内

に後遺障害*1が生じた場合 

 

後遺障害*1の程度に応じ、死亡・後遺障害保険金

額に4%～100%の割合を乗じた額をお支払いしま

す。 

※保険期間（保険のご契約期間）を通じ合算して死亡・後遺障害

保険金額が限度となります。 

③ 入院保険金日額 
１日あたり 

３，０００円 

就業体験・技能講習参加中の急激かつ偶然な外来

の事故によりケガをされ、その直接の結果とし

て、入院*3された場合 

入院保険日額に入院*3した日数（実日数）を乗じ
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た額をお支払いします。 

※事故の発生の日からその日を含めて180日（支払対象日数）を経

過した後の入院*3に対しては、入院保険金はお支払いできませ

ん。 

※支払対象となる「入院日数」は、180日（支払限度日数）を限度

とします。 

※入院保険金の支払を受けられる期間中にさらに入院保険金の支

払原因となるケガをされた場合においても、重複しては入院保険

金を支払いません。 

④ 手術保険金 

３，０００円 

×所定倍率 

10倍（入院中

の手術） 

または 

5倍（入院中以

外の手術） 

就業体験・技能講習参加中の急激かつ偶然な外来

の事故によりケガをされ、事故の発生の日からそ

の日を含めて180日以内に病院または診療所におい

て、その治療*2を直接の目的として手術*4を受け

られた場合 

 

入院保険金日額に次の倍率を乗じた額をお支払い

します。 

①  入院中に受けた手術*4 10倍 

② 上記以外の手術*4 5倍 

※1事故に基づくケガに対して上記①②の両方の手術*4を受けた場

合には、10倍となります。 

※1事故に基づくケガについて、1回の手術*4に限ります。 

⑤ 通院保険金日額 
１日あたり 

２，０００円 

就業体験・技能講習参加中の急激かつ偶然な外来

の事故によりケガをされ、その直接の結果とし

て、通院*6された場合 

 

通院保険金日額に通院*6した日数（実日数）を乗

じた額をお支払いします。 

※事故の発生の日からその日を含めて180日（支払対象日数）を経

過した後の通院*6に対しては、通院保険金はお支払いできませ

ん。 

※支払対象となる「通院日数」は、90日（支払限度日数）を限度

とします。 

※通院しない場合であっても、医師等の治療により所定の部位の

骨折等によりギプス等*7を常時装着した日数についても、「通院

した日数」に含みます。 

※入院保険金が支払われるべき期間中の通院に対しては、通院保

険金は支払いません。 

※通院保険金の支払を受けられる期間中にさらに通院保険金の支
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払原因となるケガをされた場合においても、重複しては通院保険

金を支払いません。 

*1 治療*2の効果が医学上期待できない状態であって、保険の対象となる方の身体に残された症状が将来においても回復

できない機能の重大な障害に至ったものまたは身体の一部の欠損をいいます。 

*2 保険の対象となる方以外の医師が必要であると認め、保険の対象となる方以外の医師が行う治療をいいます。 

*3 自宅等での治療*2が困難なため、病院または診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念することをい

います。 

*4 次のいずれかに該当する診療行為をいいます。 

 ①公的医療保険制度における医科診療報酬点表に、手術料の算定対象として列挙されている手術 

 ※傷の処置や抜歯等お支払いの対象外の手術があります。 

 ②先進医療*5に該当する所定の手術 

*5「先進医療」とは、公的医療保険制度に定められる評価療養のうち、厚生労働大臣が定める先進医療（先進医療ごと

に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する病院または診療所において行われるものに限られます。）をいいます（詳

細については厚生労働省のホームページをご参照ください。）。なお、療養を受けた日現在、公的医療保険制度の給付

対象になっている療養は先進医療とはみなされません（保険期間中に対象となる先進医療は変動する可能性が有りま

す。）。 

*6 病院もしくは診療所に通い、または往診により、治療*2を受けることをいいます。 

ただし、治療*2を伴わない、薬剤、診断書、医療器具等の受領等のためのものは含みません。 

*7 ギプス、ギプスシーネ、ギプスシャーレ、副子・シーネ固定、創外固定器、PTBキャスト、PTBブレースおよび三内式

シーネをいいます。 

 

●上記ケガには、有毒ガスまたは有毒物質による急性中毒、細菌性食中毒、ウイルス性食中毒を

含みます。なお、急激性、偶然性、外来性のいずれかまたはすべてを欠くケースについては、保

険金お支払いの対象となりませんのでご注意ください（例えば職業病、テニス肩等）。 

 

（３）保険の対象となる事故 

    この保険の対象となる事故は、次のとおりです。 

①就業体験・技能講習に参加中の事故 

②就業体験・技能講習に参加するため、連合本部の指定する場所と被保険者の住居との

間の経路での往復途上の事故 

（注）補償期間は、「就業体験・技能講習に参加するため、住居を出発してから住居に帰

着するまで」となります。なお、住居とは一戸建て住宅の場合はその敷地内、集合住宅

の場合は保険の対象となる方が居住している戸室内をいいます。 

（４）保険金をお支払いしない主な場合 

次の事由により生じた損害は保険の対象となりません。詳しくは、国内旅行傷害保険ご

契約のしおりによります。 

＜死亡保険金、後遺障害保険金、入院保険金、手術保険金、通院保険金＞ 

①ご契約者、保険の対象となる方の故意または重大な過失によるケガ 

②保険金受取人の故意または重大な過失によるケガ（その方が受け取るべき金額部分） 

③けんかや自殺行為・犯罪行為によるケガ 
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④無免許運転、酒気帯び運転、麻薬等を使用しての運転中に生じた事故によるケガ 

⑤脳疾患、疾病、心神喪失によるケガ 

⑥妊娠、出産、早産、流産によるケガ 

⑦外科的手術その他の医療処置（保険金が支払われるケガを治療する場合を除きま

す。）によるケガ 

⑧地震もしくは噴火またはこれらによる津波によるケガ 

⑨戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変

または暴動によるケガ 

※「戦争危険等免責に関する一部修正特約」がセットされているため、テロ行為による

ケガはお支払いの対象となります。 

⑩核燃料物質の有害な特性等による事故によるケガ 

⑪ピッケル・アイゼン等の登山用具を使用する山岳登はん、職務以外での航空機操縦、

ボブスレー、スカイダイビング、ハングライダー搭乗等の危険な運動中のケガ 

⑫自動車等の乗用具を用いて競技・試運転・競技場でのフリー走行等を行っている間の

ケガ 

⑬むちうち症、腰痛その他の症状で医学的他覚所見のないもの 等 

（注）この保険は、「疾病（病気）は対象外」です。 

 

※この保険は、全シ協を保険契約者とし就業体験・技能講習の参加者を保険の対象となる方とする行事参

加者の傷害危険担保契約及び国内旅行傷害保険包括契約です。保険証券を請求する権利、契約内容変更に

関する請求権、解約請求権等は原則として全シ協が有します。 

※ご加入にあたっては、必ず「重要事項説明書」をよくお読みください。ご不明な点等がある場合には、

代理店までお問い合わせください。 

 

 

第３ 賠償責任に関する保険 

2024年１月１日以降始期契約より、施設賠償責任保険におきまして、明確化・平仄等の観点で約款の改定を行いまし

た。改定に伴う補償内容および保険料の変更はございません。 

 １ 賠償責任保険（施設賠償責任保険） 

 （１）被保険者（保険の対象となる方） 

   この保険の記名被保険者は、次のとおりです。 

① 連合本部 

② 就業体験・技能講習の参加者 

 （２）補償内容（支払限度額） 

      対人・対物共通 １名・１事故につき１億円限度（自己負担額なし） 

 （３）保険の対象となる事故 

就業体験・技能講習の開催中に、第三者の身体障害または財物損壊について、被保険者が、

法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して、保険金をお支払いしま

す。賠償責任の承認または賠償金額の決定前に引受保険会社の同意が必要となります。 

（参加者がシルバー人材センターの会員（正会員）である場合） 
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就業体験・技能講習の参加中における事故については、一般的には、「シルバー人材

センター総合賠償責任保険」においては補償の対象外とされています（各シルバー人材

センターで加入される賠償責任保険の特別約款をご参照ください。）。 

したがって、この場合の事故は、「高齢者活躍人材確保育成事業に係る団体保険制度」

に加入いただくことにより補償されます。 

（４）お支払いの対象となる主な保険金の種類 

この保険では、被保険者が負担する次の損害に対して約款の規程に従い、保険金をお支

払いします。 

 

① 法律上の損害賠償金 法律上の賠償責任が発生した場合において、被保険者が

被害者に対して支払責任を負う損害賠償金 

※賠償責任の承認または賠償金額の決定前に引受保険会社

の同意が必要となります。 

② 争訟費用 損害賠償責任に関する訴訟や示談交渉において、被保険

者が引受保険会社の同意を得て支出した弁護士費用、訴訟

費用等 

（訴訟に限らず、調停・示談なども含みます。） 

③ 損害防止軽減費用 事故が発生した場合において、被保険者が他人から損害

賠償を受ける権利の保全・行使手続または既に発生した

事故または人格権侵害に係る損害の発生・拡大の防止の

ために引受保険会社の同意を得て支出した費用 

④ 緊急措置費用 事故が発生し、被保険者が損害の防止軽減のために必要

な手段を講じた後に損害賠償責任がないことが判明した

場合において、応急手当、護送等緊急措置に要した費用、

または引受保険会社の同意を得て支出したその他の費用 

⑤ 協力費用 引受保険会社が被保険者に代わって損害賠償請求の解決

に当たる場合において、被保険者が引受保険会社の求めに

応じて協力するために支出した費用 

 

（５）保険金のお支払い方法 

  保険金のお支払い方法は次のとおりです。  

 

【損害賠償金】 

上記①の損害賠償金については、その額に対して、ご加入された支払限度額を限度に保険

金をお支払いします。ただし、ご加入された支払限度額がお支払いの限度となります。 

  

 

 

お支払いする保険金 ＝ ① 法律上の損害賠償金 
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【各種費用】 

上記②～⑤の費用は、原則としてその全額が保険金のお支払い対象となります（支払限度

額は、適用されません。）。                           

ただし、②争訟費用については、「①法律上の損害賠償金＞支払限度額」となる場合は、

次の式に従ってお支払いします。 

 

（６）保険金をお支払いできない主な場合 

   次の事由により生じた損害は保険の対象となりません。詳しくは、賠償責任保険普通保険

約款および、施設所有（管理）者特別約款によります。 

① 保険契約者、被保険者の故意 

② 戦争、変乱、暴動、騒じょう、労働争議および地震、噴火、洪水、津波または高潮 

③ 連合本部の職員が業務に従事中に被った身体障害（死亡を含みます。） 

④ 法律上の損害賠償額を超えて負担した金額部分（時価を超える部分等） 

⑤ 自動車、原動機付自転車または航空機の所有、使用または管理に起因する賠償責任

                                   等 

 

 

第４ 加入の手続き 

１ 加入の申込み 

この保険に加入する場合は、「高齢者活躍人材確保育成事業 団体保険加入申込書」（別

紙①）に必要事項を記入の上、「全福」あてに送付してください。 

<備付け名簿> 

事故報告の際、全シ協あるいは引受保険会社、代理店より、被保険者の氏名、被保険者数

の記載された名簿の提出が求められますので、必ず常時ご提出頂ける状態で備え付けてく

ださいますようお願いいたします（名簿は出勤簿、勤務管理表等形式は問いません。）。 

 

 ２ 補償の開始日 

補償の開始日は、別紙①の補償開始年月日によります。ただし、暫定保険料の納入がない

場合には、補償を開始いたしませんので注意してください。 

 

 ３ 異動状況報告書について 

この保険は「毎月報告一括精算」の扱いとなりますので、毎月の報告が必要となります。 

以下の様式に所要事項を記入の上、報告の対象となる月の翌月の２０日までに、「全福」

あてＦＡＸ送信等により報告してください。 

 

 

お支払いする保険金 争訟費用 

支払限度額 

① 法律上の損害賠償金 

① 法律上の 

＝ × 
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＜通常の講習の場合＞ 

「高齢者活躍人材確保育成事業 異動状況報告書（通常の就業体験・技能講習用）」 

（別紙④） 

＜受傷リスクの高い講習の場合＞ 

「高齢者活躍人材確保育成事業 異動状況報告書（受傷リスクの高い講習の就業体験・技

能講習用）」                             （別紙⑤） 

 

４ 保険料 

  （１）暫定保険料の額 

連合本部は、年間の就業体験・技能講習計画に基づき、「年間参加予想延べ人日」を

算出し、１人１日あたりの保険料３５円（傷害保険料２５円+賠責保険料１０円＝３５

円）を乗じた額を、暫定保険料として払い込みます。 

（注）「受傷リスクの高い講習（チェーンソーを使用する等）」については、１人1

日あたりの保険料２１４円（高リスク傷害保険料２０４円+賠責保険料１０円＝２１４

円）で計算してください。 

なお、暫定保険料の算出に当たっては、次の〈計算例〉を参考にしてください。 

 

＜計算例＞ 

就業体験・技能講習計画に基づく就業体験・講習予定及びその算出方法  

 実施月     講習名  実施期間 
 参加者数 

（保険申込人数） 

 

 

    算 出 方 法 

  ７月 介護補助・送迎講習  １０日間     ２０人   １０日×２０人＝２００人 

  ８月 介護補助・送迎講習  １０日間     ２０人   １０日×２０人＝２００人 

育児サポート講習  ２０日間     ２０人   ２０日×２０人＝４００人 

  ９月 調理補助講習 

伐採講習（ﾁｪｰﾝｿｰ使用） 

 １０日間 

 １０日間 

    ２０人 

    ２０人 

  １０日×２０人＝２００人 

  １０日×２０人＝２００人 

 １１月 介護補助・送迎講習  １５日間     ２０人   １５日×２０人＝３００人 

 １２月 接遇マナー講習   １日間     １０人    １日×１０人＝ １０人 

  ２月 介護補助・送迎講習 

育児サポート講習 

調理補助講習 

 １０日間 

 １０日間 

 １０日間 

    １０人 

    ２０人 

    ２０人 

  １０日×１０人＝１００人 

  １０日×２０人＝２００人 

  １０日×２０人＝２００人 

             年間参加予想延べ人数         ２，０１０人 

  上記の就業体験・技能講習計画の場合、１年間参加予想延べ人日は２，０１０人となります

ので、 

① 「通常の講習」暫定保険料＝３５円×１，８１０人日＝６３，３５０円 

② 「受傷リスクの高い講習」暫定保険料＝２１４円×２００人日＝４２，８００円 

③ 合計暫定保険料（①＋②）＝１０６，１５０円 

  （２）暫定保険料の納入 

     「高齢者活躍人材確保育成事業」の委託契約の成立後に、加入申込書を全福あて送付

の上、補償開始年月日前までに、手違いが起こらないよう十分な余裕をもって、「暫定
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保険料」を納入してください。 

通常の就業体験・技能講習の保険と受傷リスクの高い就業体験・技能講習の保険に同

時加入する場合は、暫定保険料を合算して納入してください。 

  （３）確定保険料の納入 

連合本部は、事業年度末に年間の参加延べ人数を確定し、「高齢者活躍人材確保育成

事業 異動状況報告書（別紙④⑤）（以下、「異動状況報告書」）」に基づき、「確定

保険料」を確定します。この場合において、既に納入済の暫定保険料と比較し、不足の

ある場合には、その差額を一括納入してください（注）。 

（注）不足のある場合の差額の一括納入は、必ず２０２５年５月９日（金）までに

行ってください。 

 

〔確定精算の考え方〕 

確定精算とは、暫定保険料に対して実績でいくら増減があったかを計算して行うため、

保険期間（特約期間）終了後に行います。したがって、前年度保険料を満期前に返戻する

ことはできません。なお、異動状況報告書における「確定保険料の精算」において、マイ

ナスが生じた場合には、過払分に係る保険料を返戻します。 

 

５ 異動報告（確定精算について） 

連合本部は、就業体験・技能講習参加者の各月の状況を、「高齢者活躍人材確保育成事業異

動状況報告書（別紙④または⑤）」により翌月２０日までに、「全福」あてＦＡＸ送信により

提出してください。なお、２０２４年度実施の最終の就業体験・技能講習を終了した場合には、

随時、遅くとも２０２５年４月１８日までに「全福」あて提出してください（確定精算による

保険料の追徴又は返戻は２０２５年５月中に行います。）。 

 

 

 加入申込書送付先・保険料振込先・お問い合わせ先 

       ＜加入申込書送付先・お問い合わせ先＞ 

        〒101-0041  東京都千代田区神田須田町１－４－８ 

                   ＮＣＯ神田須田町５Ｆ 

         株式会社  全福サービス（シルバー人材センター保険係） 

                電 話 ０３－３２５２－２０１２ 

                ＦＡＸ ０３－３２５８－８８７８ 

 

       ＜加入金（保険料）の振込先＞ 

        別紙記載の振込先 

 

       ＜引受保険会社＞ 

         東京海上日動火災保険株式会社 

担当 公務第一部公務第二課 

               電 話 ０３－３５１５－４１２４（直） 
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第５ 事故にかかる保険金の請求 

１ 事故が発生した場合には、遅滞なく「全福」あてＦＡＸまたは文書にて「高齢者活躍人材

確保育成事業 団体保険事故報告書」（ケガに関する保険用・賠償責任保険用）（以下「事

故報告書」という。）（別紙②・③）を提出してください。傷害の場合は事故報告書・日程

表・名簿、賠責の場合は事故報告書・現場写真・見積書が必要です。「事故報告書」に伴い

「東京海上日動」より連絡がありますので、その指示に従って保険金の請求手続を行ってく

ださい。 

（必要に応じて、東京海上日動より損害調査が行われることがありますので、ご留意ください。） 

 

２ 保険金請求に必要となる主な書類は、次のとおりです。実際の請求時には「東京海上日動」

の事故対応担当者より具体的な指示がありますので、それに従ってください。 

   

 ＜傷害保険・国内旅行傷害保険＞ 

   ・保険金請求書 

   ・診断書（死亡の場合死亡診断書または死体検案書） 

     ※入院・通院で保険金請求額が３０万円以下の場合は、診断書に替えて保険金請求書

「入通院状況」欄への記入および診察券コピーを提出してください。 

   ・その他「東京海上日動」から請求された書類（交通事故証明書、印鑑証明書、死亡の場

合戸籍謄本、委任状等）等 

    

＜賠償責任保険＞ 

   ・保険金請求書 

   ・示談書等 

   ・診断書、治療費の領収書（人身事故の場合） 

   ・修理費の見積書または領収書（物損事故の場合） 

   ・その他「東京海上日動」から請求された書類等 

 

３ 保険金請求の時期 

保険金請求については、治療完治後にご請求いただきます。なお、内払につきましては、

「東京海上日動」の事故対応担当者までご相談ください。 

 

 

第６ 保険の事務及び事故対応の流れ 

保険の事務及び事故対応については、「高齢者活躍人材確保育成事業 団体保険事故対応の

流れ」（別紙⑥）を参照してください。 
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（公社）全国シルバー人材センター事業協会 御中             別紙○1  

（提出先：全福サービス）           

（加入依頼日）    年  月  日 

 

 

 

 

 

 

高齢者活躍人材確保育成事業 団体保険加入申込書 

 

連合本部名 

（ご加入者名） 

☆ 

 

代 表 者 

☆ 

                 

                           (印) 

所 在 地 

〒 電 話 

 （   ） 

ＦＡＸ 

（    ） 

補 償 期 間 

１．ケガに関する保険 

（１）通常の就業体験・技能講習 

（参加する行事：高齢者活躍人材確保育成事業における通常の就業体験・技能講習）： 

２０２４年  月  日から、２０２５年３月３１日午後１２時まで 

（２）受傷リスクの高い就業体験・技能講習： 

２０２４年  月  日から、２０２５年３月３１日午後１２時まで 

２．賠償責任に関する保険 

（１）賠償責任保険：２０２４年  月  日から２０２５年４月１日午後４時まで 

★旅行中に従事する職業・職務 

（対象となる就業体験・技能講習） 
有 

内容：高齢者活躍人材確保育成事業における受傷リス

クの高い就業体験・技能講習 

※この講習の保険に加入する場合は、左記の「有」欄への〇印を付してください。 

１日１名当たりの保険料（Ａ） ３５円 年間参加予想延べ人日（Ｂ）☆      人日 

１日１名当たりの保険料（Ｃ） 

（受傷リスクの高い講習） 
２１４円 年間参加予想延べ人日（Ｄ）☆      人日 

暫定保険料 = 

（Ａ×Ｂ）＋（Ｃ×Ｄ） 
             円 

<ご加入時の確認事項> 
私と被保険者（*）全員は、以下の事項について確認・同意のうえ加入を依頼します。*保険の対象となる方をいいます。 

① 私が契約者である団体の構成員であること 
② 重要事項説明書の内容 
③ 重要事項説明書添付の「ご加入内容確認事項」の内容 

④ 次頁の「個人情報の取扱いに関するご案内」の内容 

●引受保険会社の国内旅行傷害保険には「国内旅行傷害保険特約」「戦争危険等免責に関する一部修正特約」がセットされています。

●保険契約者は、ご加入者からの加入依頼に基づき、加入依頼日を申込日として保険契約を申込みます。なお、保険契約者はご加入

者から解約、変更請求の申し出があった場合には必ずこれに応じて必要な対応を行います。 

重要事項説明書を受領し、個人情報の取扱いについても同意します。 
また、加入申込書および重要事項説明書により契約内容が意向に沿ったものであることを確認しました。 
私は上記「ご加入時の確認事項」を確認し、契約者である団体に対して加入（変更、更新しない等）を依頼します。 
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★または☆が付された事項は、ご加入に関する重要な事項（告知事項）です。これらに事実と異なる記載を

した場合やこれらに事実を記載しない場合は、ご加入を解除することがあります。 

ご加入後に加入依頼書等に☆が付された事項（通知事項）に内容の変更が生じた場合は、遅滞なくご加入の

取扱代理店または引受保険会社にご連絡いただく義務があります。ご連絡がない場合は、保険金をお支払い

できないことがあります。また変更の内容によってご加入を解除することがあります。 

※保険会社の代理店には、告知受領権があります。 

 

告知事項申告書★ 質問の回答が「はい」の場合は、「はい」に○をつけてください。 

はい 
他の保険契約等※がありますか？ 

「はい」の場合は下記に詳細をご記入ください。 

保険等の種類 会社名 

満期日 保険金額・支払限度額 

※「他の保険契約等」とは、この保険契約以外にご契約されている、この保険契約と全部または一部につい

て支払責任が同一である保険契約や共済契約のことをいいます。他の保険契約等がある場合、そのご契約の

内容によっては、引受保険会社にて保険のお引き受けができない場合があります。 

 

＜個人情報の取扱いに関するご案内＞ 

 保険契約者である企業または団体は東京海上日動火災保険株式会社に本契約に関する個人情報を提供いた

します。東京海上日動火災保険株式会社および東京海上グループ各社は、本契約に関する個人情報を、保険

引受の判断、本契約の管理・履行、付帯サービスの提供、他の保険・金融商品等の各種商品・サービスの案

内・提供、アンケート等を行うために利用する他、下記①から⑥の利用・提供を行うことがあります。なお、

保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）の利用目的は、保険業法施行規則により、業務の適切

な運営の確保その他必要と認められる範囲に限定されています。 

 

① 本契約に関する個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含みます。）、

保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先、金融機関等に対して提供すること 

② 契約締結、保険金支払い等の判断をするうえでの参考とするために、他の保険会社、一般社団法人日本

損害保険協会等と共同して利用すること 

③ 東京海上日動火災保険株式会社と東京海上グループ各社または東京海上日動火災保険株式会社の提携先

企業等との間で商品・サービス等の提供・案内のために、共同して利用すること 

④ 再保険契約の締結、更新・管理、再保険金支払等に利用するために、国内外の再保険引受会社等に提供

すること 

⑤ 質権、抵当権等の担保権者における担保権の設定等に係る事務手続きや担保権の管理・行使のために、

その担保権者に提供すること 

⑥ 更新契約に係る保険引受の判断等、契約の安定的な運用を図るために、保険の対象となる方の保険金請

求情報等（過去の情報を含みます。）をご契約者およびご加入者に対して提供すること 

 

詳しくは、東京海上日動火災保険株式会社のホームページ(www.tokiomarine-nichido.co.jp) をご参照くだ

さい。 

 

＜加入申込書送付先＞  

株式会社 全福サービス 

〒１０１－００４１ 

東京都千代田区神田須田町１－４－８  ＮＣＯ神田須田町 ５階 

電 話 ０３－３２５２－２０１２ 

ＦＡＸ ０３－３２５８－８８７８ 

 

23T-002334 2024 年 1 月作成 
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別紙○2  

  年  月  日 

株式会社 全福サービス 行  

（ＦＡＸ：０３-３２５８-８８７８） 

高齢者活躍人材確保育成事業 団体保険事故報告書（ケガに関する保険用） 

 

 報告者（被保険者またはその相続人代表者） 

住 所                     

氏 名                （印）  

電 話 （    ）         

 

以下のとおり事故報告します（報告者は太線枠内のみ記入してください。）。 

被保険者の氏名 

      住所 

      生年月日 

 

事故の原因及び状況 

（事故日時）    年  月  日 午前・午後  時  分頃 

（事故場所） 

 

（事故発生状況） 

 

 

入・通院状況 入院      日・通院      日の治療見込み・退院 

傷害の部位及び状態  

診断を受けた病院等 

の名称・所在地等 

（名 称） 

 

（所在地） 

 

 電 話         （     ） 

上記の事故は、下記の間に生じた事故であることを認定します。 

なお、保険金請求書は１．報告者  ２．当連合本部 に送付願います。 

 

１ 高齢者活躍人材確保育成事業に係る就業体験・講習に参加中 

２ 高齢者活躍人材確保育成事業に係る講習会場等と被保険者の住所との間の通常経路往復中 

（該当番号に○を付けて下さい） 

 

  年  月  日 

所 在 地 

 

                連合本部名 

 

                代表者氏名            （印） 
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別紙○3  

  年  月  日 

株式会社 全福サービス 行  

（ＦＡＸ：０３-３２５８-８８７８） 

 

高齢者活躍人材確保育成事業 団体保険事故報告書（賠償責任保険用） 

 

以下のとおり事故報告します。 

通 知 日

時 刻 

     年  月  日  

午前・午後  時  分 
責任者職・氏名 印 

連合本部 

名 称 

 

所在地 〒 

 

電 話       （    ） 

 

事故の発生 

年月日 

時 刻 

    年  月  日  

午前・午後  時  分頃 
加害者氏名 

場 所 
  

事故の概要 

 

 

 

 

 

 

 

相 手 方 

氏 名 
 

 

年

齢 
 歳 

性 

別 
男 ・ 女 

住 所 

〒 

 

電 話     （    ） 

入・通院の別 

入院 

・ 

通院 
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別紙○4  

                     （送付年月日）    年  月  日 

株式会社 全福サービス 行 

 

高齢者活躍人材確保育成事業 異動状況報告書 
（通常の就業体験・技能講習用） 

所  在  地 

 

連合本部名  

                  

代表者氏名             （印）     

 

以下のとおり異動状況を報告します。 

状況報告対象年月 参 加 実 績 備 考 

２０２４年 ４月 人日  

２０２４年 ５月 人日  

  ２０２４年 ６月 人日  

  ２０２４年 ７月 人日  

  ２０２４年 ８月 人日  

  ２０２４年 ９月 人日  

  ２０２４年１０月 人日  

  ２０２４年１１月 人日  

  ２０２４年１２月 人日  

  ２０２５年 １月 人日  

  ２０２５年 ２月 人日  

  ２０２５年 ３月 人日  

合    計 人日（Ａ）  

（異動状況報告に当たっての留意事項） 

  １ 毎月の異動状況報告 

状況報告対象年月における「参加実績」を記入の上、報告対象となる各月の翌月の２０

日までに、下記の株式会社全福サービスあてに FAX または郵送により送付してください。

この場合、送付方法が FAX のときでも、代表者印を押してください。 

  ２ 確定保険料の精算に係る異動状況報告 

取扱要領第４の５（異動報告（確定精算について））に基づき、所定の期日までに、必ず

「郵送」により送付してください。 

 

 

（異動状況報告書送付先） 

株式会社 全福サービス 

〒１０１－００４１ 東京都千代田区神田須田町１－４－８ ＮＣＯ神田須田町 ５階 

   電 話 ０３－３２５２－２０１２  ＦＡＸ ０３－３２５８－８８７８ 
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別紙⑤ 

 （送付年月日）    年  月  日 

株式会社 全福サービス 行 

 

高齢者活躍人材確保育成事業 異動状況報告書 
（受傷リスクの高い就業体験・技能講習用） 

               

所  在  地 

 

連合本部名  

                  

代表者氏名             （印）     

 

以下のとおり異動状況を報告します。 

講習参加者氏名 講習期間 人日計 

  令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 令和  年  月  日～令和  年  月  日 人日間 

 
当月中の講習参加者合計（合計人日） 

人日間 

 実績（累計） 

前月分までの累計 人日 

当 月 分 人日 

合     計 人日（Ａ） 
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（異動状況報告に当たっての留意事項） 

  １ 毎月の異動状況報告 

当月中の講習参加者氏名及び講習日を記入の上、報告対象となる各月の翌月の２０日ま

でに、下記の株式会社全福サービスあてに FAX または郵送により送付してください。この

場合、送付方法が FAX のときでも、代表者印を押してください。 

 

  ２ 同一人物が、当月中に複数回の講習に参加する場合 

 

例）山田 A 男様が、６月１日と６月１５日の２回の講習に参加した場合  

   

講習参加者氏名 講習期間 人日計 

山田 A 男 令和〇年６月１日～令和 年 月 日 １人日間 

山田 A 男 令和〇年６月１５日～令和 年 月 日 １人日間 

 

例）佐藤 B 雄様が、６月１日から２日間の連続した日の講習に参加した場合 

講習参加者氏名 講習期間 人日計 

佐藤 B 雄 令和〇年６月１日～令和〇年６月２日 ２人日間 

   

 

   ３ 確定保険料の精算に係る異動状況報告 

取扱要領第４の５（異動報告（確定精算について））に基づき、所定の期日までに、必ず

「郵送」により送付してください。 

 

 

 

 

 

（異動状況報告書送付先） 

株式会社 全福サービス 

〒１０１－００４１ 東京都千代田区神田須田町１－４－８ ＮＣＯ神田須田町 ５階 

   電 話 ０３－３２５２－２０１２  ＦＡＸ ０３－３２５８－８８７８ 
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別紙⑥ 

 

 

高齢者活躍人材確保育成事業 団体保険事故対応の流れ 

 

 

 

 

 

                

              

 

 

 

 

 

                              

       

                                                              

                  

 

 

  

 

               

 

 

 

  

              

      

連合本部 

（記名被保険

者・ご加入者） 

参加者 

（被保険者） 

全福サービス 

（取扱代理店） 

東京海上日動 

（保険会社） 

②事故報告書の提出 

①  

事故報告 

③事故報告書の送付 

⑦保険金 

 支払通知 

④損害調査・保険金請求関係書類送付 

⑤保険金の請求 

⑥保険金の支払い 
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※本重要事項説明書では、当該制度に付帯のない補償内容についても記載がございます。 

※重要事項説明書内「弊社」の記載は「引受保険会社」への読み替えをお願いいたします。 
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＜もし事故が起きたときは＞ 

ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となりうる偶然な事故または事由が発生

したことを知ったときは、遅滞なく、事故発生の日時・場所、被害者の住所・氏名、事故状況、受け

た損害賠償請求の内容その他の必要事項について、書面でご加入の代理店または引受保険会社にご連

絡ください。ご連絡が遅れた場合は、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意くだ

さい。 

保険金請求権には、時効（３年）がありますのでご注意ください。 

 

＜ご加入者と被保険者が異なる場合＞ 

ご加入者と被保険者が異なる場合は、このご案内の内容を被保険者にご説明いただきますようお願い

申し上げます。 

 

＜示談交渉サービスは行いません＞ 

この保険には、保険会社が被害者の方と示談交渉を行う「示談交渉サービス」はありません。事故が

発生した場合は、被保険者ご自身が、保険会社の担当部署からの助言に基づき被害者の方との示談交

渉を進めていただくことになりますので、ご承知置きください。 

また、保険会社の承認を得ずに被保険者側で示談締結をされたときは、示談金額の全部または一部を

保険金としてお支払いできないことがありますので、ご注意ください。 

 

＜保険金請求の際のご注意＞ 

責任保険において、被保険者に対して損害賠償請求権を有する保険事故の被害者は、被保険者が引受

保険会社に対して有する保険金請求権（費用保険金に関するものを除きます。）について、先取特権を

有します（保険法第 22条第１項）。「先取特権」とは、被害者が保険金給付から他の債権者に先立って

自己の債権の弁済を受ける権利をいいます。被保険者は、被害者に弁済をした金額または被害者の承

諾を得た金額の限度においてのみ、引受保険会社に対して保険金をご請求いただくことができます

（保険法第 22条第２項）。このため、引受保険会社が保険金をお支払いできるのは、費用保険金を除

き、次の①から③までの場合に限られますので、ご了解ください。 

①被保険者が被害者に対して既に損害賠償としての弁済を行っている場合 

②被害者が被保険者への保険金支払を承諾していることを確認できる場合 

③被保険者の指図に基づき、引受保険会社から被害者に対して直接、保険金を支払う場合 

 

＜告知義務＞ 

加入依頼書等に★または☆が付された事項は、ご加入に関する重要な事項（告知事項）です。ご加入

時に告知事項について正確にお答えいただく義務があります。お答えいただいた内容が事実と異なる

場合や告知事項について事実を記載しない場合は、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないこと

があります。※保険会社の代理店には、告知受領権があります。 

 

施設賠償責任保険 重要事項説明書 
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＜補償の重複に関するご注意＞ 

補償内容が同様の保険契約（特約条項や引受保険会社以外の保険契約を含みます。）が他にある場合

は、補償が重複することがあります。補償が重複すると、対象となる事故について、どちらのご契約

からでも補償されますが、いずれか一方のご契約からは保険金が支払われない場合があります。補償

内容の差異や支払限度額をご確認のうえ、ご契約の要否をご検討ください。 

 

＜通知義務＞ 

ご加入後に加入依頼書等に☆が付された事項（通知事項）に内容の変更が生じた場合は、遅滞なくご

加入の代理店または引受保険会社にご連絡いただく義務があります。 

ご連絡がない場合は、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがありますので、ご注意くだ

さい。 

 

＜ご加入の取消し・無効・重大事由による解除について＞ 

（１）ご加入時にご契約者または被保険者に詐欺または強迫の行為があった場合は、引受保険会社は

ご加入を取り消すことができます。 

（２）ご加入時にご契約者が保険金を不法に取得する目的または他人に保険金を不法に取得させる目

的をもっていた場合は、ご加入は無効になります。 

（３）以下に該当する場合は、引受保険会社はご契約を解除することができます。この場合は、全部

または一部の保険金をお支払いできないことがありますので、ご注意ください。 

・ご契約者または被保険者が引受保険会社にこの保険契約に基づく保険金を支払わせることを目的と

して損害を生じさせた場合 

・ご契約者または被保険者が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該当すると認められた場合 

・この保険契約に基づく保険金の請求に関し、被保険者に詐欺の行為があった場合   等 

 

＜他の保険契約等がある場合＞ 

この保険契約と重複する保険契約や共済契約がある場合は、次のとおり保険金をお支払いします。 

他の保険契約等で保険金や共済金が支払われていない場合 

他の保険契約等とは関係なく、この保険契約のご加入内容に基づいて保険金をお支払いします。 

他の保険契約等で保険金や共済金が支払われている場合 

損害の額から既に他の保険契約等で支払われた保険金や共済金を差し引いた残額に対し、この保険契

約のご加入内容に基づいて保険金をお支払いします。 

 

＜代理店の業務＞ 

代理店は、引受保険会社との委託契約に基づき、保険契約の締結、契約の管理業務等の代理業務を行

っております。したがいまして、引受保険会社代理店と有効に成立したご契約につきましては、引受

保険会社と直接締結されたものとなります。 

 

＜保険会社破綻時の取扱い＞ 

引受保険会社の経営が破綻した場合等には、保険金、返れい金等の支払いが一定期間凍結されたり、

金額が削減されることがあります。 
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なお、引受保険会社の経営が破綻し、ご契約者が個人、「小規模法人」（破綻時に常時使用する従業員

等の数が 20人以下の日本法人、外国法人(＊)）またはマンション管理組合である場合は、この保険は

「損害保険契約者保護機構」の補償対象となり、保険金、返れい金等は原則として 80％（破綻保険会

社の支払停止から 3か月間が経過するまでに発生した保険事故に係る保険金については 100％）まで補

償されます。 

（※）保険契約者が個人等以外の者である保険契約であっても、その被保険者である個人等がその保

険料を実質的に負担すべきこととされているもののうち、その被保険者に係る部分については、上記

補償の対象となります。 

（＊）外国法人については、日本における営業所等が締結した契約に限ります。 

 

この保険は、公益財団法人全国シルバー人材センター事業協会（以下「全シ協」という。）を契約者と

し、連合本部と全シ協での就業体験・技能講習の参加者を被保険者とする施設賠償責任保険の団体契

約です。保険証券を請求する権利、保険契約を解約する権利等は全シ協が有します。 

 

このご案内書は、施設賠償責任保険およびこれに付帯する特約条項の概要を紹介したものです。施設

賠償責任保険に関するすべての事項を記載しているものではありません。詳細につきましては、引受

保険会社からご契約者である団体の代表者にお渡ししてあります保険約款および付帯する特約条項を

ご確認ください。保険約款等の内容の確認をご希望される場合は、団体までご請求ください。また、

保険金のお支払条件・ご加入手続き、その他、ご不明な点がありましたら、ご遠慮なく代理店または

引受保険会社までお問い合わせください。 

なお、このご案内書にはご契約上の大切なことがらが記載されていますので、ご一読の上、加入申込

書控とともに保険期間の終了時まで保管してご利用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

以 上 

 

 

 

 

一般社団法人 日本損害保険協会 そんぽＡＤＲセンター（指定紛争解決機関） 

東京海上日動火災保険（株）は、保険業法に基づ 

く金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決機関 

である一般社団法人日本損害保険協会と手続実 

施基本契約を締結しています。 

東京海上日動火災保険（株）との間で問題を解決 

できない場合には、同協会に解決の申し立てを 

行うことができます。 

詳しくは、同協会のホームページをご確認ください。 
（https://www.sonpo.or.jp/） 

 0570-022808 
IP 電話からは 03-4332-5241 をご利用ください。 

受付時間：平日 午前９時１５分～午後５時 

 (土・日・祝日・年末年始はお休みとさせていただ

きます。) 

通話料 

有料 


